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○情報通信格差是正事業費補助金交付要綱（平成１３年６月６日総情地第１０３号）の一部改正   ※下線が改正箇所 
 

改正案 現 行 

第１条～第１９条 （略） 

 

（取得財産等の処分に関する承認の特例） 

第２０条 第１８条第２項及び前条第１項の規定による取得財産等の処分に関する大臣の承認については、

大臣が別に定める基準に該当する場合は、様式第１２号による届出書の提出をもって国に納付する旨の条

件を付さずに大臣の承認があったものとして取り扱う。 

  ただし、当該届出書に記載事項の不備など必要な条件が具備されていない場合は、この限りでない。 

２ 補助事業者は、大臣が別に定める基準に該当する場合は、様式第１３号による届出書（以下、「包括承認

届出書」という。）の提出をもって、包括承認届出書に記載する開始日以降の処分について、前項の承認が

あったものとして取り扱う。ただし、包括承認届出書に記載事項の不備等必要な条件が具備されていない

場合は、この限りではない。 

３ 前項の包括承認届出書を提出した補助事業者は、様式第１４号による包括承認届出書に関する報告書を

大臣が別に定める方法により大臣に提出しなければならない。 

４ 補助事業者が取得した土地については、第１項による取得財産の処分によるほか、総務省所管補助金等

交付規則第８条別表に規定する建物、鉄骨鉄筋コンクリート造、送受信用、車庫用又は格納庫用のものに

係る処分制限期間の到来をもって承認があったものとみなす。 

 

第２１条～第２３条 （略） 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１３年６月６日から施行する。 

２ 平成１３年度から平成１６年度までの各年度に限り、旧過疎地（過疎地域活性化特別措置法（平

成２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地域及び同法第２９条の規定に基づき読み替

えて適用される同法第２条第１項に規定する過疎地域をいう。）のうち過疎地以外のものについて

は過疎地とみなし、本要綱の規定を適用する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１４年６月２８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている移動通信用鉄塔施設整備事業、民放テ

レビ放送難視聴解消施設整備事業、民放中波ラジオ放送受信障害解消施設整備事業、都市受信障害解消施

設整備事業、地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事

業については、なお従前の例による。 

  ただし、地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業

については、改正後の情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０条の適用並びに第２１条第３項及び

第４項の規定の準用があるものとする。この場合において、第２１条第３項中「当該事業を行う都道府県、

市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体」とあるのは、「地域イントラネット基盤施設整備事業を

行う都道府県若しくは市町村又は広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業を行う都道府県若

しくは市町村の連携主体」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１５年４月２４日から施行する。 

第１条～第１９条 （略） 

 

（取得財産等の処分に関する承認の特例） 

第２０条 第１８条第２項及び前条第１項の規定による取得財産等の処分に関する大臣の承認については、

大臣が別に定める基準に該当する場合は、様式第１２号による届出書の提出をもって国に納付する旨の条

件を付さずに大臣の承認があったものとして取り扱う。 

  ただし、当該届出書に記載事項の不備など必要な条件が具備されていない場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

２ 補助事業者が取得した土地については、前項による取得財産の処分によるほか、総務省所管補助金等交

付規則第８条別表に規定する建物、鉄骨鉄筋コンクリート造、送受信用、車庫用又は格納庫用のものに係

る処分制限期間の到来をもって承認があったものとみなす。 

 

第２１条～第２３条 （略） 

  

附 則 

１ この要綱は、平成１３年６月６日から施行する。 

２ 平成１３年度から平成１６年度までの各年度に限り、旧過疎地（過疎地域活性化特別措置法（平

成２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地域及び同法第２９条の規定に基づき読み替

えて適用される同法第２条第１項に規定する過疎地域をいう。）のうち過疎地以外のものについて

は過疎地とみなし、本要綱の規定を適用する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成１４年６月２８日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている移動通信用鉄塔施設整備事業、民放テ

レビ放送難視聴解消施設整備事業、民放中波ラジオ放送受信障害解消施設整備事業、都市受信障害解消施

設整備事業、地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事

業については、なお従前の例による。 

  ただし、地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業

については、改正後の情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０条の適用並びに第２１条第３項及び

第４項の規定の準用があるものとする。この場合において、第２１条第３項中「当該事業を行う都道府県、

市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体」とあるのは、「地域イントラネット基盤施設整備事業を

行う都道府県若しくは市町村又は広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業を行う都道府県若

しくは市町村の連携主体」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１５年４月２４日から施行する。 
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附 則 

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視聴解消施設整備事

業については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する。 

 

   附 則  

 この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視聴解消施設整備事

業については、なお従前の例による。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。 

 

附 則  

 この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する 

様式第１号～第１１号 （略） 様式第１号～第１１号 （略） 

様式第１２号（第１８条第２項、第１９条第１項、第２０条第１項関係） 様式第１２号（第１８条第２項、第１９条第１項、第２０条関係） 

様式第１３号（第２０条第２項関係） 

 

番       号  

  年  月  日  

 

総務大臣 殿 

 

都道府県知事の氏名     印 

 

 

情報通信格差是正事業費補助金に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書 

 

 情報通信格差是正事業により取得した施設の財産処分の包括承認を受けたいので、情報通信格差是正事業

費補助金交付要綱第２０条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 包括承認を受けたい処分の内容 

  

 

２ 包括承認を受けたい理由 

   

（新規） 
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３ 包括承認の開始日（注） 

 

（注） 「本届出書を総務大臣が受理した日」、「平成○年４月１日」など届出日以降の日を記載するものと

する。 

 

様式第１４号（第２０条第３項関係） 

 

番       号  

  年  月  日  

 

総務大臣 殿 

 

都道府県知事の氏名     印 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助金に係る包括承認届出書に関する報告書 

 

  情報通信格差是正事業費補助金にかかる取得財産等の処分に関する包括承認届出書（平成 年  月  

日付け  第  号）に基づく平成  年度の処分について、情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第

２０条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

事業年度 

（注１） 

市町村名 

（地区

名） 

（注２） 

施設の名称 

（注３） 

処分の相手方 

（注４） 

処分の内容 

（注５） 

処分の理由 

（注６） 

処分の条件 

（注７） 

       

       

       

 

（注１）補助事業を実施した会計年度を記入する。 

（注２）処分を行った市町村名及び地区名を記入する。 

（注３）「○○基地局」など施設の名称を記入する。 

（注４）「携帯電話事業者名」など処分の相手方を記入する。 

（注５）取得財産の目的外利用、交換又は廃棄の別を記入する。 

（注６）ＬＴＥ（３．９Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「ＬＴＥ化」、ＬＴＥ－Ａ 

（４Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「ＬＴＥ－Ａ化」など新たな無線通信 

の追加又は交換であることが分かるように記入する。 

（注７）「無償」など処分の条件を記入する。 

 

（新規） 

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱について【補足事項】 

 

１～５ （略） 

 

６ 財産処分について 

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱について【補足事項】 

 

１～５ （略） 

 

６ 財産処分について 
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(1) 交付要綱第２０条第１項で定める「大臣が別に定める基準」は、総務省所管一般会計補助金等に係る

財産処分承認基準（平成２０年４月３０日総官会第７９０号。以下「財産処分承認基準」という。）に定

める包括承認事項のほか、次のとおりとする。 

   

① 以下の要件を満たす財産処分である場合。 

ア 国庫補助事業完了後１０年を越える期間を経過した建物及び建物以外の工作物並びに土地の全部

又は一部を公共用又は公用に供する次の施設へ転用するものであること。 

  地域情報施設、研修施設、防災施設、試験研修施設、社会教育施設（公民館、図書館、博物館等）、

社会体育施設（体育館等）、文化施設（美術館等）、児童福祉施設（児童館等）、老人福祉施設、障害

者福祉施設、特定非営利活動法人（ＮＰＯ）拠点施設、公害防止施設、医療施設、庁舎 

イ 補助事業者と同一の都道府県、市町村（市町村の属する都道府県を含む。）及び都道府県又は市町

村の連携主体並びに間接補助事業者と同一の市町村への無償による転用であること。 

②  ①以外の場合であって、当該補助事業の本来の用途又は目的の遂行に支障がなく、かつ地域住民の

利便の向上に資すると認められる場合であり以下のいずれかに該当する場合。 

ア 移動通信用鉄塔施設 

(ア) 情報通信格差是正事業により取得した資産（以下「是正事業」という。）により移動通信サー

ビスを行っている電気通信事業者が対象地域の加入者の増加等に応じるための設備を増設及び

それに伴う当該事業により取得した財産を交換又は廃棄する場合 

(イ) 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者がデジタル方式携帯電話等の

新たな移動通信サービスを提供するための設備を追加及びそれに伴う当該事業により取得し

た財産を交換又は廃棄する場合 

(ウ) 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者以外の電気通信事業者が移動

通信サービスを提供するための設備を設置及びそれに伴う当該事業により取得した財産を交

換又は廃棄する場合 

(エ) 地方自治体の行政目的を遂行するために防災行政無線等の電気通信設備を設置する場合 

イ 民放テレビ放送中継施設 

(ア) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から放送している放送

事業者以外の放送事業者が放送を行うための施設を設置する場合。 

(イ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、防災行政無線等の地方自治体の行政

目的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

(ウ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、電気通信事業者が移動通信サービス

を提供するための設備を設置する場合。 

(エ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から放送をしている放

送事業者が地上デジタルテレビ放送への移行に伴い、地上デジタルテレビ放送を行うための施

設を設置する場合。 

ウ 民放中波ラジオ放送中継施設 

    (ア) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設から放送している

放送事業者以外の放送事業者が放送を行うための設備を設置する場合。 

    (イ) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、防災行政無線等の地方自治体の

行政目的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

    (ウ) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設が設置されている

敷地の一部を公共的な目的のために利用する場合であって、中波ラジオ放送の空中線の電気的

特性に変化を生じさせず、かつ、目的外で利用する敷地には、電波法施行規則第２１条の３に

従い必要な安全施設の設置がなされている場合。 

交付要綱第２０条で定める「大臣が別に定める基準」は、総務省所管一般会計補助金等に係る財産処分承

認基準（平成２０年４月３０日総官会第７９０号。以下「財産処分承認基準」という。）に定める包括承認事

項のほか、次のとおりとする。 

   

(1) 以下の要件を満たす財産処分である場合。 

① 国庫補助事業完了後１０年を越える期間を経過した建物及び建物以外の工作物並びに土地の全部

又は一部を公共用又は公用に供する次の施設へ転用するものであること。 

  地域情報施設、研修施設、防災施設、試験研修施設、社会教育施設（公民館、図書館、博物館等）、

社会体育施設（体育館等）、文化施設（美術館等）、児童福祉施設（児童館等）、老人福祉施設、障害

者福祉施設、特定非営利活動法人（ＮＰＯ）拠点施設、公害防止施設、医療施設、庁舎 

② 補助事業者と同一の都道府県、市町村（市町村の属する都道府県を含む。）及び都道府県又は市町

村の連携主体並びに間接補助事業者と同一の市町村への無償による転用であること。 

(2)  (1)以外の場合であって、当該補助事業の本来の用途又は目的の遂行に支障がなく、かつ地域住民

の利便の向上に資すると認められる場合であり以下のいずれかに該当する場合。 

① 移動通信用鉄塔施設 

ア 情報通信格差是正事業により取得した資産（以下「是正事業」という。）により移動通信サービ

スを行っている電気通信事業者が対象地域の加入者の増加等に応じるための設備を増設及びそ

れに伴う当該事業により取得した財産を交換又は廃棄する場合 

イ 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者がデジタル方式携帯電話等の新

たな移動通信サービスを提供するための設備を追加及びそれに伴う当該事業により取得した財

産を交換又は廃棄する場合 

ウ 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者以外の電気通信事業者が移動通

信サービスを提供するための設備を設置及びそれに伴う当該事業により取得した財産を交換又

は廃棄する場合 

エ 地方自治体の行政目的を遂行するために防災行政無線等の電気通信設備を設置する場合 

② 民放テレビ放送中継施設 

ア 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から放送している放送事

業者以外の放送事業者が放送を行うための施設を設置する場合。 

イ 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、防災行政無線等の地方自治体の行政目

的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

ウ 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、電気通信事業者が移動通信サービスを

提供するための設備を設置する場合。 

エ 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から放送をしている放送

事業者が地上デジタルテレビ放送への移行に伴い、地上デジタルテレビ放送を行うための施設を

設置する場合。 

③ 民放中波ラジオ放送中継施設 

    ア 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設から放送している放

送事業者以外の放送事業者が放送を行うための設備を設置する場合。 

    イ 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、防災行政無線等の地方自治体の行

政目的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

    ウ 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設が設置されている敷

地の一部を公共的な目的のために利用する場合であって、中波ラジオ放送の空中線の電気的特性

に変化を生じさせず、かつ、目的外で利用する敷地には、電波法施行規則第２１条の３に従い必

要な安全施設の設置がなされている場合。 
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   エ 都市受信障害解消施設 

    (ア) 是正事業により都市受信障害解消を行っている者が、是正事業により設置された都市受信障

害解消施設を使用して新たな有線放送の業務又は電気通信役務の提供を行う場合。 

    (イ) 是正事業により都市受信障害解消を行っている者以外の者が、是正事業により設置された都

市受信障害解消施設を使用して新たな有線放送の業務又は電気通信役務の提供を行う場合。 

 

③ 現に補助金が交付又は交付決定されている地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情

報通信ネットワーク基盤施設整備事業において、情報通信に係る地域格差を是正し、情報化の進展に

対応した住民サービスの向上を図るため、都道府県、市町村、第三セクター法人又は都道府県若しく

は市町村の連携主体が本事業で設置した施設及び設備の一部を当該都道府県、市町村、第三セクター

法人又は都道府県若しくは市町村の連携主体以外の者に利用させる場合。 

④ ③以外の場合であって、目的外利用において、施設を利用しようとする者が補助事業者又は間接補

助事業者と異なる場合には、補助事業者又は間接補助事業者から貸与を受けて利用することとする。

この場合において、補助事業者又は間接補助事業者が利用者から貸与料金を徴収する場合は、維持・

管理に要する経費のみとすること。 

⑤ 放送用周波数使用計画（昭和６３年１０月１日郵政省告示第６６０号）で定められた周波数の使用

の期限（以下「周波数使用期限」という。）の到来前に、ケーブルテレビへの接続等により地上デジタ

ルテレビ放送を安定的に視聴できる環境となる場合であって、民放テレビ放送難視聴解消施設整備事

業又は都市受信障害解消施設整備事業により整備された施設の一部又は全部が不用となったときの

譲渡、取壊し又は廃棄による財産処分である場合。 

⑥  周波数使用期限の到来により地上アナログテレビ放送が停波した日の後であって、民放テレビ放送

難視聴解消施設整備事業又は都市受信障害解消施設整備事業により取得した財産を譲渡、取壊し又は

廃棄する場合。 

⑦ 是正事業により整備された施設及び設備（周波数割当計画（平成２０年１２月２４日総務省告示第

７１４号）において周波数の使用の期限が定められたものに限る。）が周波数の使用を停止する場合

であって、当該事業により取得した財産を譲渡、取壊し又は廃棄する場合 

 (2) 交付要綱第２０条第２項で定める「大臣が別に定める基準」は、次に掲げるすべての用件を満たすも

のとする。 

① 補助事業の本来の用途又は目的の遂行に支障がなく、かつ電波の適正な利用の確保に資すると認め

られるものであること。 

  ② 補足事項６(1)②ア(イ)に該当する財産処分であること。 

(3) 交付要綱第２０条第３項で定める「大臣が別に定める方法」は、取得財産等の処分を行った会計年度

ごとにまとめた報告書を翌会計年度の４月１０日までに大臣に提出する方法とする。 

 

７ その他 

(1)  交付要綱に定める様式第１号から様式第１４号までの用紙は、日本工業規格Ａ列４番によるも

のとする（添付書類等を除く。）。 

(2)  （略） 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１７年５月９日から施行する。 

   ④ 都市受信障害解消施設 

    ア 是正事業により都市受信障害解消を行っている者が、是正事業により設置された都市受信障害

解消施設を使用して新たな有線放送の業務又は電気通信役務の提供を行う場合。 

    イ 是正事業により都市受信障害解消を行っている者以外の者が、是正事業により設置された都市

受信障害解消施設を使用して新たな有線放送の業務又は電気通信役務の提供を行う場合。 

 

(3) 現に補助金が交付又は交付決定されている地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域

情報通信ネットワーク基盤施設整備事業において、情報通信に係る地域格差を是正し、情報化の進展

に対応した住民サービスの向上を図るため、都道府県、市町村、第三セクター法人又は都道府県若し

くは市町村の連携主体が本事業で設置した施設及び設備の一部を当該都道府県、市町村、第三セクタ

ー法人又は都道府県若しくは市町村の連携主体以外の者に利用させる場合。 

(4) (3)以外の場合であって、目的外利用において、施設を利用しようとする者が補助事業者又は間接

補助事業者と異なる場合には、補助事業者又は間接補助事業者から貸与を受けて利用することとす

る。この場合において、補助事業者又は間接補助事業者が利用者から貸与料金を徴収する場合は、維

持・管理に要する経費のみとすること。 

(5) 放送用周波数使用計画（昭和６３年１０月１日郵政省告示第６６０号）で定められた周波数の使用

の期限（以下「周波数使用期限」という。）の到来前に、ケーブルテレビへの接続等により地上デジ

タルテレビ放送を安定的に視聴できる環境となる場合であって、民放テレビ放送難視聴解消施設整備

事業又は都市受信障害解消施設整備事業により整備された施設の一部又は全部が不用となったとき

の譲渡、取壊し又は廃棄による財産処分である場合。 

(6)  周波数使用期限の到来により地上アナログテレビ放送が停波した日の後であって、民放テレビ放送

難視聴解消施設整備事業又は都市受信障害解消施設整備事業により取得した財産を譲渡、取壊し又は

廃棄する場合。 

(7) 是正事業により整備された施設及び設備（周波数割当計画（平成２０年１２月２４日総務省告示第

７１４号）において周波数の使用の期限が定められたものに限る。）が周波数の使用を停止する場合

であって、当該事業により取得した財産を譲渡、取壊し又は廃棄する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ その他 

(1)  交付要綱に定める様式第１号から様式第１２号までの用紙は、日本工業規格Ａ列４番によるも

のとする（添付書類等を除く。）。 

(2)  （略） 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１７年５月９日から施行する。 



6 
 

 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視聴解消施設整備事

業については、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する。 

 

別紙 （略） 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視聴解消施設整備事

業については、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する。 

 

 

 

 

別紙 （略） 

 

 



 

 

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱  

 

 

 

 （通則）  

第１条 情報通信格差是正事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び

総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に定める

ほか、この要綱に定めるところによる。  

 

 （交付の目的）  

第２条 この補助金は、国が都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体に

対し、情報通信格差是正事業（以下「是正事業」という。）に要する経費の一部補助を

行うことにより、情報通信の格差を是正するとともに、高度情報通信ネットワークの基

盤整備を図ることを目的とする。  

 

 （定義）  

第３条 この要綱において、地域イントラネット基盤施設整備事業とは、地域における公

共施設等を結ぶ情報通信ネットワーク基盤となる施設及び設備の設置の事業であって、

地域情報化推進の拠点となる地域において都道府県、市町村、地方公共団体の出資若し

くは拠出に係る法人（以下「第三セクター法人」という。）又は複数の市町村にまたが

る区域における当該区域の都道府県若しくは市町村の連携主体（単一の一部事務組合及

び広域連合を含む。以下同じ。）が行うものをいう。  
  

 （補助対象経費）  

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の額は、別表に掲げる

経費の総額とする。  

 

 （交付額）  

第５条 総務大臣（以下「大臣」という。）は、次の表の左欄に掲げる区分に従い、それ

ぞれ同表の中欄に掲げる額を予算の範囲内において同表の右欄に掲げる対象となる都道

府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体に補助する。  

 ただし、交付決定の額は、交付決定単位ごとに、一件当たり１，０００万円をそれぞ

れ下限とする。  

 

 

 

※下線部が改正箇所  



 

区        分 額  対象となる  

 都道府県等  

地域イントラネ

ット基盤施設整

備事業 

 

都道府県又は市町村が当該事業を

行う場合（合併後の市町村が合併

年度及びこれに続く１か年度に当

該事業を行う場合又は離島振興法

（昭和２８年法律第７２号）第２

条第１項の規定に基づき離島振興

対策実施地域として指定された地

域、小笠原諸島振興開発特別措置

法（昭和４４年法律第７９号）第

２条第１項に規定する小笠原諸

島、鹿児島県の区域のうち奄美市

及び大島郡の区域若しくは沖縄振

興特別措置法（平成１４年法律第

１４号）第３条第３号の規定に基

づき離島として指定された島内及

び当該地域への接続に係る事業

（以下「離島事業」という。）を

除く。） 

補助対象経費

の３分の１に

相当する額 

当該都道府県

又は市町村（沖

縄県又は沖縄

県に所在する

市町村を除

く。） 

補助対象経費

の２分の１に

相当する額 

沖縄県又は沖

縄県に所在す

る市町村 

合併後の市町村が合併年度及びこ

れに続く１か年度に当該事業を行

う場合（離島事業を除く。）  

補助対象経費

の２分の１に

相当する額 

当該市町村 

当該事業を行う第三セクター法人

に対し、都道府県又は市町村が補

助対象経費の４分の１以上を補助

する場合（離島事業を除く。） 

補助対象経費

の４分の１に

相当する額 

当該都道府県

又は市町村 

都道府県、政令指定都市又は中核

市からなる連携主体が当該事業を

行う場合（離島事業を除く。） 

補助対象経費

の３分の１に

相当する額 

当該都道府県、

政令指定都市

又は中核市か

らなる連携主

体 

上欄以外の都道府県又は市町村の

連携主体が当該事業を行う場合

（離島事業を除く。） 

補助対象経費

の２分の１に

相当する額 

当該都道府県

又は市町村の

連携主体 



都道府県、市町村又は都道府県若

しくは市町村の連携主体が当該事

業を行う場合（離島事業に限る。） 

補助対象経費

の３分の２に

相当する額 

当該都道府県、

市町村又は都

道府県若しく

は市町村の連

携主体 

当該事業を行う第三セクター法人

に対し、都道府県又は市町村が補

助対象経費の３分の２以上を補助

する場合（離島事業に限る。） 

補助対象経費

の３分の２に

相当する額 

 

当該都道府県

又は市町村 

２ 算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた金額とす

る。 
 

 （交付の申請）  

第６条 都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体（第８条において「都

道府県等」という。）は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第１号による交

付申請書を大臣が別に定める日までに大臣に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項の補助金の交付の申請をするに当たっては、

当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる

消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により仕入れに係る消費税額及び地方消費税

額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税仕入控

除税額」という。）を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該

消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 
 

 （交付決定の通知）  

第７条 大臣は、前条の規定による交付の申請があったときは、その内容を審査し、補助

金を交付すべきものと認めたときは、交付の決定を行い、様式第２号による交付決定通

知書により申請者に通知するものとする。  

２ 大臣は、前項の決定に際して必要な条件を付すことができる。  

３ 大臣は、第１項による交付の決定を行うに当たっては、前条第２項により補助金に係

る消費税仕入控除税額について減額して申請がなされたものについては、これを審査し、

適当と認めたときは、当該消費税仕入控除税額を減額するものとする。 

４ 大臣は、前条第２項ただし書による申請がなされたものについては、補助金に係る消

費税仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の

条件を付して交付決定を行うものとする。  
 

 （申請の取下げ）  

第８条 補助金の交付決定通知を受けた都道府県等（以下「補助事業者」という。）は、

交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請を取り下げることが



できる。  

２ 補助事業者は、前項の規定により申請を取り下げようとするときは、前条第１項の通

知があった日から２０日以内に、様式第３号による交付申請取下げ届出書を大臣に提出

しなければならない。  

 

 （変更等の承認）  

第９条 補助事業者は、補助金交付決定の通知を受けた後において、次の各号の一に該当

するときは、あらかじめその内容及び理由を記載した様式第４号による変更承認申請書

を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。  

(1)  経費の配分を変更するとき。ただし、別表に掲げる経費区分相互間における増減

であって、それぞれの配分額のいずれか低い額の２０パーセントを超えるもの以外

の軽微な変更を除く。  

(2) 補助事業の内容を変更するとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。  

（ア） 補助目的達成のために相関的な事業要素相互間の弾力的な遂行を認める必要

がある場合  

（イ）補助目的に変更をもたらすものでなく、かつ、補助事業者の自由な創意によ

り計画変更を認めることが、より能率的な補助目的達成に資するものと考えら

れる場合  

（ウ）補助目的及び事業能率に関係なき事業計画の細部の変更である場合  

２ 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、その理由を記載した様

式第５号による申請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない。  

 

 （事故の報告）  

第１０条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

る場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに様式第６号による事故報告

書を大臣に提出し、その指示を受けなければならない。  
 

 （状況報告）  

第１１条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、大臣から要求があっ

た場合は、速やかに様式第７号による状況報告書を大臣に提出しなければならない。  

 

 （実績報告）  

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたとき

を含む。）は、その日から起算して１箇月を経過した日又は翌会計年度の４月１０日の

いずれか早い日までに、事業を行う者が第三セクター法人である場合にあっては様式第

８号、都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体である場合にあっては

様式第８号の２による報告書を大臣に提出しなければならない。この場合において、や

むを得ない理由によりその日までに提出が困難となったときは、大臣の承認を受けなけ

ればならない。  

２ 補助事業者は、補助事業が完了せずに国の会計年度が終了したときは、交付の決定に



係る会計年度の翌年度の４月３０日までに前項に準ずる報告書を大臣に提出しなければ

ならない。  

３ 補助事業者は、第１項の報告を行うに当たって、補助金に係る消費税仕入控除税額が

明らかな場合には、当該消費税仕入控除税額を減額して報告しなければならない。  

 

 （額の確定等）  

第１３条 大臣は、前条の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調

査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第９条

の規定に基づく承認をした場合は、その承認した内容）及びこれに付した条件に適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、様式第９号による補助金の額の確

定通知書により補助事業者に通知するものとする。  

２ 大臣は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、その超える部分の返還を命ずる。  

３ 前項の返還の期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、大臣は、期限内に

納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．

９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。  

 

 （支払）  

第１４条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うもの

とする。ただし、必要があると認められる場合には、補助金の交付決定の後に概算払い

をすることができる。  

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、様式第１０

号による補助金精算（概算）払請求書を大臣に提出しなければならない。  

３ 補助事業者（地域イントラネット基盤施設整備事業を行う都道府県、市町村及び都道

府県又は市町村の連携主体を除く。）は、第１項ただし書により補助金の交付を受けた

ときは、遅滞なくこれを間接補助事業者である第三セクター法人に交付しなければなら

ない。  

 

 （交付決定の取消し等） 

第１５条 大臣は、第９条第２項の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は

次に掲げる場合には、第７条の決定の内容（第９条の規定に基づく承認をした場合は、

その承認した内容）の全部又は一部を取り消し、又は変更することができる。  

 (1) 補助事業者が、法令、この要綱又はこれらに基づく大臣の処分若しくは指示に違反

した場合  

 (2) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合  

 (3) 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合  

 (4) 交付の決定の後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必

要がなくなった場合  

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助

金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。  



３ 大臣は、前項の返還を命ずる場合は、第１項第４号に規定する場合を除き、その命令

に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセント

の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。  

４ 第２項の規定に基づく補助金の返還及び前項の加算金の納付については、第１３条第

３項の規定を準用する。 

 

 （消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１６条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕

入控除税額が確定した場合には、速やかに様式第１１号の報告書を大臣に提出しなけれ

ばならない。  

２ 大臣は、前項の報告があった場合には、当該消費税仕入控除税額の全部又は一部の返

還を命ずる。  

３ 第１３条第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

 （補助事業の経理）  

第１７条 補助事業者は、補助事業の経理について補助事業以外の経理と明確に区分し、

その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支

に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存してお

かなければならない。  

 

 （間接補助金交付の際付すべき条件）  

第１８条 補助事業者（地域イントラネット基盤施設整備事業を行う都道府県、市町村及

び都道府県又は市町村の連携主体を除く。以下この条において同じ。）は、地域イント

ラネット基盤施設整備事業を行う間接補助事業者である第三セクター法人に補助すると

きは、第８条から前条までの規定に準ずる条件及び次の条件を付さなければならない。  

(1) 第三セクター法人が間接補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以

下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上の

ものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供しようとするときは、あらかじめ補助事業者である都道府県の知事又は市

町村の長（次項において「知事等」という。）の承認を受けなければならないこと（大

臣が別に定める財産の処分制限期間を経過した場合を除く。）。  

(2) 第三セクター法人が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、

その収入の全部又は一部を補助事業者に納付させることがあること。 

(3) 第三セクター法人は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理

者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を

図らなければならないこと。  

２ 補助事業者は、前項により付した条件に基づき知事等が承認又は指示をする場合は、

あらかじめ様式第１２号による承認申請書を大臣に提出し、大臣の承認又は指示を受け

なければならない。  

３ 補助事業者は、第１項第２号により第三セクター法人から補助事業者に財産処分によ



る納付があったときは、国庫補助金に相当する額の全部又は一部を国に納付しなければ

ならない。  
 

 （直接補助金交付の際付す条件）  

第１９条 補助事業者は、当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下こ

の条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上のものに

ついて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に

供しようとするときは、あらかじめ様式第１２号による承認申請書を大臣に提出し、大

臣の承認を受けなければならない（大臣が別に定める財産の処分制限期間を経過した場

合を除く。）。  

２ 大臣は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、

その収入の全部又は一部を国に納付させることがある。  

３ 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意

をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなけれ

ばならない。  

 

（取得財産等の処分に関する承認の特例）  

第２０条 第１８条第２項及び前条第１項の規定による取得財産等の処分に関する大臣の

承認については、大臣が別に定める基準に該当する場合は、様式第１２号による届出書

の提出をもって国に納付する旨の条件を付さずに大臣の承認があったものとして取り扱

う。 

  ただし、当該届出書に記載事項の不備など必要な条件が具備されていない場合は、こ

の限りでない。  

２ 補助事業者は、大臣が別に定める基準に該当する場合は、様式第１３号による届出書

（以下、「包括承認届出書」という。）の提出をもって、包括承認届出書に記載する開

始日以降の処分について、前項の承認があったものとして取り扱う。ただし、包括承認

届出書に記載事項の不備等必要な条件が具備されていない場合は、この限りではない。  

３ 前項の包括承認届出書を提出した補助事業者は、様式第１４号による包括承認届出書

に関する報告書を大臣が別に定める方法により大臣に提出しなければならない。  

４ 補助事業者が取得した土地については、第１項による取得財産の処分によるほか、総

務省所管補助金等交付規則第８条別表に規定する建物、鉄骨鉄筋コンクリート造、送受

信用、車庫用又は格納庫用のものに係る処分制限期間の到来をもって承認があったもの

とみなす。  

 

 （収益納付）  

第２１条 補助事業者（地域イントラネット基盤施設整備事業を行う都道府県、市町村又

は都道府県若しくは市町村の連携主体を除く。次項において同じ。）は、是正事業によ

って整備された施設の運営又は貸与により相当の収益が生じたと認められる場合は、当

該是正事業を行う間接補助事業者に対し、収益の一部を補助事業者に納付すべき旨を命

じることができる。  



２ 補助事業者は、前項の規定により間接補助事業者から施設の運営又は貸与による納付

があったときは、国庫補助金に相当する額の全部又は一部を国に納付しなければならな

い。 

３ 大臣は、当該事業を行う都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体に、

是正事業によって整備した施設の運営又は貸与により相当の収益が生じたと認められる

場合は、国庫補助金に相当する額の全部又は一部を国に納付すべき旨を命じることがで

きる。  

４ 収益及び納付すべき金額の計算の方法並びに収益の状況に関する報告の徴収そ

の他前項の納付に関し必要な事項は、大臣が別に定める。  

 

 （書類の提出）  

第２２条 この要綱に定める申請書その他の書類は、正本１通に副本１通を添えて、当該

都道府県又は市町村（都道府県又は市町村の連携主体を代表する都道府県又は市町村を

含む。）の所在地を管轄区域とする総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）を

経由して、大臣に提出するものとする。  

 

 （その他必要な事項） 

第２３条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、大臣が別に定める。  

 

   附 則  

１ この要綱は、平成１３年６月６日から施行する。  

２ 平成１３年度から平成１６年度までの各年度に限り、旧過疎地（過疎地域活性化

特別措置法（平成２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地域及び同法

第２９条の規定に基づき読み替えて適用される同法第２条第１項に規定する過疎

地域をいう。）のうち過疎地以外のものについては過疎地とみなし、本要綱の規

定を適用する。  
 

   附 則  

１ この要綱は、平成１４年６月２８日から施行する。  

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている移動通信用鉄塔施設

整備事業、民放テレビ放送難視聴解消施設整備事業、民放中波ラジオ放送受信障害解消

施設整備事業、都市受信障害解消施設整備事業、地域イントラネット基盤施設整備事業

及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業については、なお従前の例によ

る。 

  ただし、地域イントラネット基盤施設整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク

基盤施設整備事業については、改正後の情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０

条の適用並びに第２１条第３項及び第４項の規定の準用があるものとする。この場合に

おいて、第２１条第３項中「当該事業を行う都道府県、市町村又は都道府県若しくは市

町村の連携主体」とあるのは、「地域イントラネット基盤施設整備事業を行う都道府県

若しくは市町村又は広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業を行う都道府



県若しくは市町村の連携主体」と読み替えるものとする。  

 

附 則  

 この要綱は、平成１５年４月２４日から施行する。  

 

附 則  

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。  

 

附 則  

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。  

 

附 則  

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。  

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視

聴解消施設整備事業については、なお従前の例による。  

 

附 則  

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。  

 

  附 則  

この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する。  

 

附 則  

この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

  事 業 の 区 分   経 費 区 分      内    容      

地域イントラネット基盤施

設整備事業  

(1) 施設・設備費 ア 地域イントラネット基盤整備に

必要な次の施設・設備の設置に要

する経費  

（ア）センター施設  

（イ）映像ライブラリー装置  

（ウ）送受信装置  

（エ）構内伝送路  

（オ）双方向画像伝送装置 

（カ）伝送施設  

イ アに掲げるもののほか、附帯施

設（大臣が別に定める施設・設備）

の設置に要する経費  

ウ 附帯工事費 

(2) 用地取得費・道

路費 

ア 前号の施設・設備を設置するた

めに必要な用地及び道路の整備に 

要する経費(土地造成費を含む。) 

イ 附帯工事費 

 



様式第１号（第６条関係） 

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿  

                  都道府県知事（又は市町村長）    印（注１） 

 

 

         平成  年度情報通信格差是正事業費補助金交付申請書          
 

 

 平成  年度情報通信格差是正事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第５条の規定に基づき、関

係書類を添えて下記のとおり申請します。  

 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

                           記 
 

１ 補助事業の目的  

 

２ 交付を受けようとする補助金の額 金    ，   千円  

  （注２）消費税仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること｡ 

      補助金所要額－消費税仕入控除税額＝補助金額  
 

３ 補助事業の概要  

□別紙１の１（事業を行う者が第三セクター法人の場合）  

 

□別紙１の２（事業を行う者が都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連

携主体の場合）  
 

４ 添付資料  

 (1) 都道府県及び市町村の当該補助事業に関する規程又は要綱（既に提出されたものと

同一の場合は、その旨を記載し、添付を省略することができる。）  

 (2) 是正事業に要する経費の見積書（注３） 

 (3) 都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体が行うものについては、  

①  当該補助事業を行う都道府県又は市町村の連携主体を構成する全都道府県及び市

町村を列記したもの  

※下線部が改正箇所  



②  本様式に従って交付申請書を提出する都道府県又は市町村が、当該補助事業を行

う都道府県又は市町村の連携主体の代表団体であることが確認できるもの（注４）  

  (4) 工事概要書  

別紙２  

 

 （注３）第三セクター法人が是正事業を行う場合には補助事業者である都道府県又は市

町村に提出されたものの写し。  

 （注４）連携主体を構成する全ての都道府県又は市町村が、交付申請書提出団体を連携

主体の代表団体として認めることを証する書面。 

 

 



別紙１の１（様式第１号関係）  

                  補助事業の概要                   
                                                                  

第三セクター法人

名 

代表者氏名 

 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

事業の目的  

事業の概要      

 

                                                                         （千円） 

   国庫補助金申請額    

   （①＋②）×補助率 

 事 業 費  

   ①＋② 

      財 源 内 訳        

都道府県補助金①  

    （注） 

第三セクターの負

担額②  
     

経

費

区

分 

施設・設備費               

 

 

用地取得費・  

道路費 

    

  合  計       

 

備 考 

 

 

（注）補助事業者が市町村の場合の「都道府県補助金」については「市町村補助金」と読

み替えるものとする。  



別紙１の２（様式第１号関係）  

 

                  補助事業の概要                   

                                                                  

都道府県名又は市

町村名  

代表者氏名  

        （注１） 

（注１） 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

事業の目的  

事業の概要      （注２） 

（注２） 

                                    （千円） 

   国庫補助金申請額    

    事業費×補助率 

 事 業 費  
           

経

費

区

分 

施設・設備費   

用地取得費・  

道路費  
    

  

  合  計     

 

備 考（注３） 

 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）      」 

   と記載すること。 

（注２）地方公共団体の連携主体が行う場合は、複数の市町村にまたがる区域において行

われる施設及び設備の設置の事業であることが分かるようなネットワークの概要図

を付する。  

（注３）地方公共団体の連携主体が行う場合は、本申請書に係る国庫補助金申請額を除い

た事業費についての、当該補助事業を行う都道府県又は市町村の連携主体を構成す

る各都道府県及び市町村ごとの負担額を記載する。  
 



別紙２（様式第１号関係） 

 

                   工事概要書                    

 

事業を行う者の名称     

                       代表者氏名        印（注１） 

 

１ 設置場所      ○○県 ○○郡 ○○町 ○○丁目 ○○番地  

                        （都道府）（市） （村）  

 

２ 施設の内容  

 (1) 延べ床面積         ○○○．○㎡（注２）  

 (2) 設置される施設の概要  

 

３ 事業の着手及び完了の時期  

 (1) 着手（予定）年月日       年  月  日  

 (2) 完了（予定）年月日       年  月  日  

 

４ 資金計画  

                                    （千円）  

       収   入        
 

      支   出       

        （ 事 業 費 ） 

  財 源 内 訳     経費区分   

   補 助 金     交付（予定）額 施設・設備費  

 

事業を行う者の負担額    予 算 額 用地取得費・  

道路費  
   

 

   借 入 金    

事業者等の負担金  

その他（   ）  

        （注３） 

 

  小   計    

   合   計     合  計   

 

５ 添付図面  

(1) 用地付近の見取図  

 (2) 設計の概要図（配置図、各階平面図及び立面図の概略）（注２） 



 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」  

と記載すること。  

（注２）施設の改修を行わない場合には、延べ床面積の記入及び設計の概要図の添付を要

しない。  

（注３）財源の内容を記入する。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第７条第１項関係）  

番      号  

年  月  日  

 都道府県知事（又は市町村長）（注）   殿 

                                            総務大臣    印     

 

 

        平成  年度情報通信格差是正事業費補助金交付決定通知書         
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で申請のあった平成  年度情報通信格差是

正事業費補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号。以下「法」という。）第６条の規定により下記のとおり交付すること

に決定したので、法第８条の規定により通知する。  
 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    」  

と記載すること。  

 

                     記                      

 

１ 補助金の交付の対象となる事業の内容は、 

   □申請書に記載されたとおりとする。  

   □一部修正の上、別紙１の１又は別紙１の２のいずれかのとおりとする。  

□別紙１の１（事業を行う者が第三セクター法人の場合）  

□別紙１の２（事業を行う者が都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の

連携主体の場合）  

 

２ 補助金の交付決定額は、金    ，   千円とする。



３ 内訳は次のとおりとする。  

                                           （千円）  

   経 費 区 分      交付決定額   

施設・設備費                  

用地取得費・道路費  

    合   計      

 

４ 補助金の交付の条件は、別紙２の１又は別紙２の２のいずれかのとおりとする。  

□別紙２の１（事業を行う者が第三セクター法人の場合）  

□別紙２の２（事業を行う者が都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連

携主体の場合）  



別紙１の１（様式第２号関係）  

 

                  補助事業の概要                   

 

第三セクター法人

名 

代表者氏名 

 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

事業の目的        

事業の概要        

 

                                                                   （千円）  

   国庫補助金申請額    

   （①＋②）×補助率 

 事 業 費  

   ①＋② 

      財 源 内 訳        

都道府県補助金①  

（注） 

第三セクター法人

の負担額②  
 

経

費

区

分 

施設・設備費     

用地取得費・  

道路費 

    

  合  計             （  ）  

 

備 考 

 

（注）補助事業者が市町村の場合の「都道府県補助金」については「市町村補助金」と読

み替えるものとする。  



別紙１の２（様式第２号関係）  

 

                  補助事業の概要                   

                                                                  

都道府県名又は市

町村名  

代表者氏名  

    （注） 

（注） 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

事業の目的  

事業の概要     

 

                                    （千円） 

   国庫補助金申請額    

    事業費×補助率 

 事 業 費  
           

経

費

区

分 

施設・設備費   

用地取得費・  

道路費  
     

  

  合  計     

 

備 考 

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    」  

   と記載すること。 

 

 



別紙２の１（様式第２号関係）  

 

(1) 法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号）及び総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第

６号）に従わなければならない。  

(2) 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣（以

下「大臣」という。）の承認を受けなければならない。ただし、情報通信格差是正事

業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定める軽微な変更については、

この限りでない。  

(3) 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、大臣の承認を受けなければならない。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業

の遂行が困難となった場合は、速やかに事故報告書を大臣に提出し、その指示を受け

なければならない。  

(5) 補助事業の遂行及び収支の状況について、大臣から要求があった場合は、速やかに

状況報告書を大臣に提出しなければならない。 

(6) 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その

日から起算して１箇月を経過した日又は翌会計年度の４月１０日のいずれか早い日ま

でに、実績報告書を大臣に提出しなければならない。  

(7) 補助事業が完了せずに国の会計年度が終了したときは、交付の決定に係る会計年度

の翌年度の４月３０日までに前号に準ずる報告書を大臣に提出しなければならない。  

(8) 概算払いにより補助金の交付を受けたときは、遅滞なくこれを間接補助事業者であ

る第三セクター法人に交付しなければならない。 

(9) 補助事業の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況

を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠

書類を補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければ

ならない。  

(10) 第三セクター法人に補助するときは、前各号の規定に準ずる条件及び次の条件を付さ

なければならない。 

 ア 第三セクター法人が間接補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下

「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上のものについて、補助金

の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとすると

きは、あらかじめ補助事業者である都道府県の知事又は市町村の長（次号において「知事

等」という。）の承認を受けなければならないこと（大臣が別に定める財産の処分制限

期間を経過した場合を除く。）。 

 イ 第三セクター法人が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、

その収入の全部又は一部を補助事業者に納付させることがあること。 

 ウ 第三セクター法人は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者

の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らな

ければならないこと。 

(11) 第10号により付した条件に基づき知事等が承認又は指示をする場合は、あらかじめ



大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

(12) 第10号により第三セクター法人から補助事業者に財産処分による納付があったとき

は、国庫補助金に相当する額の全部又は一部を国に納付しなければならない。 

(13) 補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところに

より、消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税仕入控除税額を減

額することとなる。  



別紙２の２（様式第２号関係）  

 

(1) 法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号）及び総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第

６号）に従わなければならない。  

(2) 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣（以

下「大臣」という。）の承認を受けなければならない。ただし、情報通信格差是正事

業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に定める軽微な変更については、

この限りでない。  

(3) 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、大臣の承認を受けなければならない。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業

の遂行が困難となった場合は、速やかに事故報告書を大臣に提出し、その指示を受け

なければならない。  

(5) 補助事業の遂行及び収支の状況について、大臣から要求があった場合は、速やかに

状況報告書を大臣に提出しなければならない。 

(6) 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その

日から起算して１箇月を経過した日又は翌会計年度の４月１０日のいずれか早い日ま

でに、実績報告書を大臣に提出しなければならない。  

(7) 補助事業が完了せずに国の会計年度が終了したときは、交付の決定に係る会計年度

の翌年度の４月３０日までに前号に準ずる報告書を大臣に提出しなければならない。  

(8) 補助事業の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況

を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠

書類を補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければ

ならない。  

(9) 都道府県又は市町村（地方公共団体の連携主体にあっては、「都道府県又は市町村

の連携主体を構成する各都道府県及び市町村」とする。以下(10)及び(11)において同

じ。）が当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財産等」

という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上のものについて、補助金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、

あらかじめ大臣の承認を受けなければならない（大臣が別に定める財産の処分制限期

間を経過した場合を除く。）。  

(10) 都道府県又は市町村が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合に

は、その収入の全部又は一部を国に納付させることがある。  

(11) 都道府県又は市町村は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管

理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営

を図らなければならない。 

(12) 補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところに

より、消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税仕入控除税額を減

額することとなる。  



様式第３号（第８条第２項関係）  

                                番      号   

                                 年  月  日  

 総務大臣   殿  

                         都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助金交付申請取下げ届出書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金については、同交付の決定内容又は交付の決定に付され

た条件のうち、下記の事項について不服があるので、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第９条第１項の規定により、同補助金   ，   

千円の交付申請（平成  年  月  日付け  第  号）を取り下げます。  

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」  

と記載すること。  
 

                     記                      

 

 不服のある交付の決定内容又は交  

 付の決定に付された条件      

     理     由      

  

 

 

 

 

 



様式第４号（第９条第１項関係）  

                                番      号   

                                 年  月  日  

 総務大臣   殿  

                         都道府県知事（又は市町村長）    印（注１） 

 

 

       平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業の変更承認申請書        
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助事業の一部を変更する必要があるので、情報通信格差是正

事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり申請します。  

 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 
 

１ 変更事項及びその内容 

                                                                       （千円）  

     変 更 事 項         変 更 前       変 更 後   

内

容 

   

 

経 

 

費 

 

の 

 

配 

 

分 

 

施設・設備費 

  

 

 

用地取得費・道路費   

 

 
 

 

 
 

 

 

     合   計      

  

 



備 考（注２） 

 

  （注２）地方公共団体の連携主体が行う場合は、本変更承認申請書に係る変更後の国

庫補助金申請額を除いた事業費についての、当該補助事業を行う都道府県又は

市町村の連携主体を構成する各都道府県及び市町村ごとの負担額を記入する。  

 

２ 変更を必要とする理由 

 

３ 変更が補助事業に及ぼす影響  

 

４ 交付の申請時に、消費税仕入控除税額を減額して申請した場合であって、補助金交付

決定の通知を受けた後において、補助事業の内容又は経費の配分を変更（軽微な場合を

除く。）しようとするときは、交付を受けようとする補助金の額及び次の算式を明記す

ること。  

交付を受けようとする補助金の額 金    ，   千円  

補助金所要額－消費税仕入控除税額＝補助金額 
 

 

 



様式第５号（第９条第２項関係）  

                                番      号  

                                 年  月  日  

 総務大臣   殿  

                         都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

     平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業中止（廃止）承認申請書      
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助事業を中止（廃止）したいので、情報通信格差是正事業費

補助金交付要綱第９条第２項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 
 

１ 事業を中止（廃止）する理由  

 

２ 経費の支出額内訳  

                                                                   （千円）  

   経 費 区 分     既施工部分額  未施工部分額   合  計  

施設・設備費    

用地取得費・道路費    

    合   計        

 

３ 事業の再開の見通し（事業を中止する場合のみ）  

 (1) 中止期間      年  月  日 ～   年  月  日  

 (2) 完了予定日     年  月  日  

 

 



様式第６号（第１０条関係）  

                                番      号   

                                 年  月  日  

 総務大臣   殿  

                         都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業事故報告書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金に係る補助事業について、下記の事故が発生したので、

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第１０条の規定により報告します。  

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 
 

１ 事故の内容及びその原因  

 

２ 是正事業の現在の進捗状況  

 

３ 現在までに要した経費 
 

４ 事故に対してとった措置  

 

５ 補助事業の遂行及び完了の予定  

 

 



様式第７号（第１１条関係）  

                                番      号   

                                 年  月  日  

 総務大臣   殿  

                         都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業状況報告書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金に係る補助事業の実施状況について、情報通信格差是正

事業費補助金交付要綱第１１条の規定により報告します。  

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 
 

     補助事業状況表                                               （千円）  

 経費区分  交付決定額  

  （Ａ） 

 実績額  

  （Ｂ） 

 進捗率  

  (B/A)% 

 差 額  

  (A-B) 

実績見込額 

施設・設備費      

用地取得費・

道路費 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 合  計       

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号（第１２条第１項関係）  

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿  

                    都道府県知事（又は市町村長）    印     

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業実績報告書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金に係る補助事業は、完了（廃止）しましたので、平成  年

度における実績について、情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定

により、下記のとおり報告します。  
 

記 

 

１ 補助事業の実施状況 

                             （千円）  

 区   分  交付決定年月日  

補助金交付額 

 概算払金額  

   （累計） 

 補助金交付  

 実績額 

都道府県補助金  

      （注１） 

   

 うち国庫補助

金充当額 

   

 

   （注１）市町村が補助事業者の場合の「都道府県補助金」については、「市町村補助

金」と読み替えるものとする。  

 

 

２ 是正事業の実施状況（注２）  

 

第三セクター法人

名 

代表者氏名 

 

施設の設置場所  

工事施工業者名  

着工日  

完了日  



  （注２）補助金交付申請書と内容が同一の項目については、その旨を記載し、記入を

省略することができる。 
 

３ 整備事業の目的・概要 

 

事業の目的  

事業の概要 

 

 

４ 是正事業収支総括表 

                                    （円）  

                            収     入 

   補 助 金     交付決定年月日   

交付決定額   

 概算払年月日  

   概算払金額 

 精算払年月日  

  精算払金額 

   

第三セクター法人の負

担額 
             

  予 算 額      実 績 額   

   借 入 金     

 事業者等の負担金   

 その他（   ）  

          （注３） 

  

  小   計     

   合   計     

                                                 

（円）  

          支   出           

 経 費 区 分   予 算 額   実 績 額  

（支出額合計） 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

   合   計   

 

  （注３）財源の内容を記入する。  

 

５ 補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかな場合には、交付を受けようとする補助金

の額 及び次の算式を明記すること。  

  交付を受けようとする補助金の額 金    ，   千円  

  補助金所要額－消費税仕入控除税額＝補助金額  



 

６ 添付書類  

 (1) 施設整備工事代金等の請求書又は同領収書の写し  

 (2) 当該施設等の完成写真  

 



様式第８号の２（第１２条第１項関係）  

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿  

都道府県知事（又は市町村長）    印（注１）  

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助事業実績報告書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金に係る補助事業は、完了（廃止）しましたので、平成  年

度における実績について、情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定

により、下記のとおり報告します。  
 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 

 

１ 補助事業の実施状況 

                             （千円）  

 区   分  交付決定年月日  

補助金交付額 

 概算払金額  

   （累計） 

 補助金交付  

 実績額 

 国庫補助金     

 

２ 是正事業の実施状況（注２）  
                                                                  

施設の設置場所  

工事施工業者名  

着工日  

完了日  

 

   （注２）補助金交付申請書と内容が同一の項目については、その旨を記載し、記入を

省略することができる。 

 

 



３ 事業の目的・概要  

 

事業の目的  

事業の概要（注３） 

 

 

  （注３）地方公共団体の連携主体が行う場合は、複数の市町村にまたがる区域におい

て行われる施設及び設備の設置の事業であることが分かるようなネットワーク

の概要図を付する。  
 

４ 是正事業収支総括表 

                                    （円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

                            収     入 

   補 助 金     交付決定年月日   

交付決定額   

 概算払年月日  

   概算払金額 

 精算払年月日  

  精算払金額 

   

都道府県、市町村又は

都道府県若しくは市町

村の連携主体の負担額 

  予 算 額      実 績 額   

   借 入 金     

 事業者等の負担金   

 その他（   ）  

          （注４） 

  

  小   計     

   合   計     

                                              （円）  

          支   出           

 経 費 区 分   予 算 額   実 績 額  

（支出額合計） 

施設・設備費   

用地取得費・道路費        

  合   計     

  （注４）財源の内容を記入する。  

   

５ 補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかな場合には、交付を受けようとする補助金

の額 及び次の算式を明記すること。  

  交付を受けようとする補助金の額 金    ，   千円  

  補助金所要額－消費税仕入控除税額＝補助金額  



 

６ 添付書類  

 (1) 施設整備工事代金等の請求書又は同領収書の写し  

 (2) 当該施設等の完成写真  



様式第９号（第１３条第１項関係）  

番      号  

年  月  日  

 都道府県知事（又は市町村長）（注）   殿 

総務大臣    印     

                                                            

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助金の額の確定通知書  
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で実績報告のあった平成  年度情報通信格

差是正事業費補助金の額を、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号）第１５条の規定により、下記のとおり確定したので、同条の規定によ

り通知する。  
 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    」  

と記載すること。  

 

 

記 

 

１ 補助金の確定額は、金    ，   千円とする。  

 

２ 内訳は次のとおりとする。  

                                     （千円） 

   経 費 区 分     交付確定額  

施設・設備費  

用地取得費・道路費  

    合   計  

 

    

 

 



様式第１０号（第１４条第２項関係）  

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿  

都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

      平成  年度情報通信格差是正事業費補助金精算（概算）払請求書       
 

 

 平成  年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定通知のあった平成  年

度情報通信格差是正事業費補助金の精算払（第 回概算払）を受けたいので、情報通信格

差是正事業費補助金交付要綱第１４条第２項の規定により、下記のとおり請求（返還）し

ます。  
 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

                     記                      

 

１ 請求（返還）金額 金    ，   千円也 

 

２ 内訳  

 

   （精算払の場合）                                                     （千円） 

   経 費 区 分    交付決定額  確定額  

    ① 

概算払受領額  

     ② 

差引請求（返

還）額①－② 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

    合   計     

   （備考） 負の金額には△印を付すこと。 



 

   （概算払の場合）                                                     （千円） 

   経 費 区 分    交付決定額  

    ① 

前回までの概

算払受領額② 

今回請求額  

    ③ 

  残 額   

 ①－②－③ 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

    合   計     

 

    



様式第１１号（第１６条関係）  

番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿  

都道府県知事（又は市町村長）    印（注） 

 

 

平成  年度消費税額の額の確定に伴う報告書 
 

 

 情報通信格差是正事業費補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり

報告します。  

 

（注）地方公共団体の連携主体にあっては、  

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 

記 

 

１ 補助金額（交付要綱第１３条による額の確定額）            円  

 

２ 補助金の確定時における消費税仕入控除税額              円  

 

３ 消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税仕入控除税額         円  

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                     円  

 

（注２）別紙として積算の内訳を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１２号（第１８条第２項、第１９条第１項、第２０条第１項関係） 
番      号  

年  月  日  

 総務大臣   殿 

都道府県知事（又は市町村長）    印（注１）  

 

情報通信格差是正事業費補助金に係る財産処分  書  

 

 平成  年度において、情報通信格差是正事業により取得した施設の財産処分を行いた  

いので、関係書類を添えて下記のとおり  

 

（注１）地方公共団体の連携主体にあっては、 

「連携主体（○○県、○○市、○○町・・・及び○○村）代表  

           都道府県知事（又は市町村長）    印    」 

と記載すること。  

 
記 

 
１ 処分の内容 
  （取得財産の目的外利用、譲渡、交換、貸与、担保、取壊し又は廃棄の別）  
２ 処分の理由 
３ 取得財産の概要 
 （１） 施設の名称 
 （２） 施設設置者（事業主体）の名称 
 （３） 施設の所在地 
 （４） 事業費 
   （ア） 国庫補助金 
   （イ） 都道府県負担金 
   （ウ） 市町村負担金 
４ 処分の概要 
 （１） 処分しようとする相手方（注２） 
 （２） 処分しようとする財産の範囲 
    （処分しようとする財産の範囲を特定するとともに、財産の範囲が確認できる図

面等を添付すること。） 
 （３） 処分の期間（注３） 
 （４） 処分の条件（注２） 
    （無償・有償の別、その他の条件を記載する。有償の場合は、利用料金、貸与に

伴う経費（維持管理費を含む。）見込額又は総務省所管一般会計補助金等に係る

財産処分承認基準（平成２０年４月３０日総官会第７９号）に定める額を記入す

申請 

届出 

申請します。  

届出ます。  



る。） 
５ 添付書類 
  市町村から都道府県に対する承認申請書の写し（間接補助事業の場合に限る。）  

  取壊し又は廃棄の場合は、目的外利用、譲渡、貸与、担保等により取得財産の活用が

困難であることを証明するもの 

 

（注２）取壊し又は廃棄の場合は記入を要しない。  

（注３）譲渡、取壊し又は廃棄の場合は記入を要しない。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１３号（第２０条第２項関係） 

 

番       号  

  年  月  日  

 

総務大臣 殿 

 

都道府県知事の氏名     印 

 

 

情報通信格差是正事業費補助金に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書 

 

 情報通信格差是正事業により取得した施設の財産処分の包括承認を受けたいので、情報

通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出

ます。 

 

記 

 

１ 包括承認を受けたい処分の内容 

  

 

２ 包括承認を受けたい理由 

   

 

３ 包括承認の開始日（注） 

   

 

（注） 「本届出書を総務大臣が受理した日」、「平成○年４月１日」など届出日以降の

日を記載するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１４号（第２０条第３項関係） 

 

番       号  

  年  月  日  

 

総務大臣 殿 

 

都道府県知事の氏名     印 

 

 

平成  年度情報通信格差是正事業費補助金に係る包括承認届出書に関する報告書 

 

  情報通信格差是正事業費補助金にかかる取得財産等の処分に関する包括承認届出書

（平成 年  月  日付け  第  号）に基づく平成  年度の処分について、情

報通信格差是正事業費補助金交付要綱第２０条第３項の規定に基づき、下記のとおり報

告します。 

 

記 

 

 

事業年度 

（注１） 

市町村名 

（地区

名） 

（注２） 

施設の名

称 

（注３） 

処分の相手

方 

（注４） 

処分の内

容 

（注５） 

処分の理

由 

（注６） 

処分の条

件 

（注７） 

       

       

       

 

（注１）補助事業を実施した会計年度を記入する。 

（注２）処分を行った市町村名及び地区名を記入する。 

（注３）「○○基地局」など施設の名称を記入する。 

（注４）「携帯電話事業者名」など処分の相手方を記入する。 

（注５）取得財産の目的外利用、交換又は廃棄の別を記入する。 

（注６）ＬＴＥ（３．９Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「ＬＴＥ

化」、ＬＴＥ－Ａ（４Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「Ｌ

ＴＥ－Ａ化」など新たな無線通信の追加又は交換であることが分かるように記入す

る。 

（注７）「無償」など処分の条件を記入する。 

 

 

 



 

            情報通信格差是正事業費補助金交付要綱について【補足事項】 

 

１  定義について 

 

情報通信格差是正事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第３条の「地

域における公共施設等を結ぶ情報通信ネットワーク基盤となる施設及び設備の設置の事

業」（以下この項において「施設整備事業」という。）には、情報通信に係る地域格差

を是正し、情報化の進展に対応した住民サービスの向上を図るため、ＩＴビジネスモデ

ル地区（総情地第２１３号（平15.1.16）「ＩＴビジネスモデル地区構想について」通達

により総務大臣が指定した地区をいう。）に係る施設整備事業を行う都道府県、市町

村又は都道府県若しくは市町村の連携主体が、当該施設整備事業で設置した施設及び設

備の一部を当該都道府県、市町村又は都道府県若しくは市町村の連携主体以外の者に利

用させること、地域情報通信ネットワーク基盤整備事業費補助金交付要綱第３条第

２号に規定する加入者系光ファイバ網設備整備事業を併せて行う市町村が、施設整備

事業で設置した施設及び設備の一部を当該市町村以外の者に利用させること、施設整備

事業を行う都道府県、市町村、第三セクター法人又は都道府県若しくは市町村の連携主

体が、当該施設整備事業で設置した施設及び設備の一部を地域住民のニーズに即した映

像情報等を提供するための施設及び設備の整備の事業を行う者に利用させること並びに

都道府県、市町村、第三セクター法人又は都道府県若しくは市町村の連携主体が、当該

施設整備事業で設置した施設及び設備の一部を高速・超高速インターネットアクセスを

可能とする加入者系設備の整備の事業又は移動通信用の無線局の開設に必要な中継系伝

送路の整備の事業を行う者に利用させることを含むものとする。 

また、施設整備事業において、上記以外の都道府県、市町村、第三セクター法人又は

都道府県若しくは市町村の連携主体が当該施設整備事業で設置した施設及び設備の一部

に未利用部分が生じた場合には、当該都道府県、市町村、第三セクター法人又は都道府

県若しくは市町村の連携主体以外の者に利用させることができる。 

 

２  交付額について  

 

   交付要綱第５条の表において「第三セクター法人に対し、都道府県又は市町村が補助対

象経費の４分の１以上を補助する場合」のように規定する場合の「補助対象経費の４分

の１以上」には、情報通信格差是正事業に関し国が都道府県又は市町村に交付する補助

金充当額が含まれる。 

 

３  交付の申請について 

 

  (1) 交付要綱第６条の「大臣が別に定める日」は、原則として６月３０日とする。 

 

  (2) 様式第１号の添付資料のうち、市町村の当該補助事業に関する規程又は要綱が整備

※下線部が改正箇

 



されていない場合は、当該補助事業の伺い定めの文書の写しをもってこれに代えるこ

とができるものとする。 

 

４  財産の処分制限期間について 

 

  (1) 交付要綱第１８条第１項第１号の「大臣が別に定める財産の処分制限期間」は、減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）において規定

される耐用年数に相当する期間とする。 

 

  (2) 交付要綱第１９条第１項の「大臣が別に定める財産の処分制限期間」は、総務省所

管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）が定めるところ

によるものとする。 

 

５  交付対象施設等について 

 

  (1) 交付要綱別表の各項の「附帯工事費」には、調査費、設計費、資材運搬費、総合測

定費、現場管理費等工事に必要な経費が含まれる。 

 

  (2) 交付要綱別表の１の(1)のイの「大臣が別に定める施設・設備」は、別紙のとおりと

する。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

６ 財産処分について 

(1) 交付要綱第２０条第１項で定める「大臣が別に定める基準」は、総務省所管一般会

計補助金等に係る財産処分承認基準（平成２０年４月３０日総官会第７９０号。以下

「財産処分承認基準」という。）に定める包括承認事項のほか、次のとおりとする。 

   

① 以下の要件を満たす財産処分である場合。 

ア 国庫補助事業完了後１０年を越える期間を経過した建物及び建物以外の工作

物並びに土地の全部又は一部を公共用又は公用に供する次の施設へ転用するも

のであること。 

   地域情報施設、研修施設、防災施設、試験研修施設、社会教育施設（公民館、

図書館、博物館等）、社会体育施設（体育館等）、文化施設（美術館等）、児

童福祉施設（児童館等）、老人福祉施設、障害者福祉施設、特定非営利活動法

人（ＮＰＯ）拠点施設、公害防止施設、医療施設、庁舎 

イ 補助事業者と同一の都道府県、市町村（市町村の属する都道府県を含む。）

及び都道府県又は市町村の連携主体並びに間接補助事業者と同一の市町村への

無償による転用であること。  

②  ①以外の場合であって、当該補助事業の本来の用途又は目的の遂行に支障がな

く、かつ地域住民の利便の向上に資すると認められる場合であり以下のいずれか

に該当する場合。 

ア 移動通信用鉄塔施設 



(ア) 情報通信格差是正事業により取得した資産（以下「是正事業」という。）

により移動通信サービスを行っている電気通信事業者が対象地域の加入者

の増加等に応じるための設備を増設及びそれに伴う当該事業により取得し

た財産を交換又は廃棄する場合 

(イ) 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者がデジタ

ル方式携帯電話等の新たな移動通信サービスを提供するための設備を追加

及びそれに伴う当該事業により取得した財産を交換又は廃棄する場合 

(ウ) 是正事業により移動通信サービスを行っている電気通信事業者以外の電

気通信事業者が移動通信サービスを提供するための設備を設置及びそれに

伴う当該事業により取得した財産を交換又は廃棄する場合 

(エ) 地方自治体の行政目的を遂行するために防災行政無線等の電気通信設備

を設置する場合 

イ 民放テレビ放送中継施設 

(ア) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から

放送している放送事業者以外の放送事業者が放送を行うための施設を設置

する場合。 

(イ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、防災行政無線等の

地方自治体の行政目的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

(ウ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、電気通信事業者が

移動通信サービスを提供するための設備を設置する場合。 

(エ) 是正事業により設置された民放テレビ放送中継施設に、当該中継施設から

放送をしている放送事業者が地上デジタルテレビ放送への移行に伴い、地

上デジタルテレビ放送を行うための施設を設置する場合。 

ウ 民放中波ラジオ放送中継施設 

     (ア) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設

から放送している放送事業者以外の放送事業者が放送を行うための設備を

設置する場合。 

     (イ) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、防災行政無線

等の地方自治体の行政目的を遂行するための電気通信設備を設置する場合。 

     (ウ) 是正事業により設置された民放中波ラジオ放送中継施設に、当該中継施設

が設置されている敷地の一部を公共的な目的のために利用する場合であっ

て、中波ラジオ放送の空中線の電気的特性に変化を生じさせず、かつ、目

的外で利用する敷地には、電波法施行規則第２１条の３に従い必要な安全

施設の設置がなされている場合。 

     エ 都市受信障害解消施設 

     (ア) 是正事業により都市受信障害解消を行っている者が、是正事業により設置

された都市受信障害解消施設を使用して新たな有線放送の業務又は電気通

信役務の提供を行う場合。 

     (イ) 是正事業により都市受信障害解消を行っている者以外の者が、是正事業に

より設置された都市受信障害解消施設を使用して新たな有線放送の業務又



は電気通信役務の提供を行う場合。 

 

③ 現に補助金が交付又は交付決定されている地域イントラネット基盤施設整備事業

及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤施設整備事業において、情報通信に係る

地域格差を是正し、情報化の進展に対応した住民サービスの向上を図るため、都道

府県、市町村、第三セクター法人又は都道府県若しくは市町村の連携主体が本事業

で設置した施設及び設備の一部を当該都道府県、市町村、第三セクター法人又は都

道府県若しくは市町村の連携主体以外の者に利用させる場合。 

④ ③以外の場合であって、目的外利用において、施設を利用しようとする者が補助

事業者又は間接補助事業者と異なる場合には、補助事業者又は間接補助事業者から

貸与を受けて利用することとする。この場合において、補助事業者又は間接補助事

業者が利用者から貸与料金を徴収する場合は、維持・管理に要する経費のみとする

こと。 

⑤ 放送用周波数使用計画（昭和６３年１０月１日郵政省告示第６６０号）で定めら

れた周波数の使用の期限（以下「周波数使用期限」という。）の到来前に、ケーブ

ルテレビへの接続等により地上デジタルテレビ放送を安定的に視聴できる環境とな

る場合であって、民放テレビ放送難視聴解消施設整備事業又は都市受信障害解消施

設整備事業により整備された施設の一部又は全部が不用となったときの譲渡、取壊

し又は廃棄による財産処分である場合。 

⑥  周波数使用期限の到来により地上アナログテレビ放送が停波した日の後であって、

民放テレビ放送難視聴解消施設整備事業又は都市受信障害解消施設整備事業により

取得した財産を譲渡、取壊し又は廃棄する場合。 

⑦ 是正事業により整備された施設及び設備（周波数割当計画（平成２０年１２月２

４日総務省告示第７１４号）において周波数の使用の期限が定められたものに限

る。）が周波数の使用を停止する場合であって、当該事業により取得した財産を譲

渡、取壊し又は廃棄する場合 

 (2) 交付要綱第２０条第２項で定める「大臣が別に定める基準」は、次に掲げるすべて

の用件を満たすものとする。 

   ① 補助事業の本来の用途又は目的の遂行に支障がなく、かつ電波の適正な利用の確

保に資すると認められるものであること。 

   ② 補足事項６(1)②ア(イ)に該当する財産処分であること。 

 (3) 交付要綱第２０条第３項で定める「大臣が別に定める方法」は、取得財産等の処分

を行った会計年度ごとにまとめた報告書を翌会計年度の４月１０日までに大臣に提

出する方法とする。 

７ その他 

(1)  交付要綱に定める様式第１号から様式第１４号までの用紙は、日本工業規格Ａ

列４番によるものとする（添付書類等を除く。）。 

(2)  平成１３年６月５日以前に行われた電気通信格差是正事業（移動通信用鉄塔施設整

備事業、民放テレビ放送難視聴解消事業、沖縄県先島地区民放テレビ放送難視聴解

消事業、小笠原地区テレビ放送難視聴解消事業、沖縄県南・北大東地区テレビ放送

難視聴解消事業、民放中波ラジオ放送受信障害解消事業、都市受信障害解消事業、



地域イントラネット基盤整備事業及び広域的地域情報通信ネットワーク基盤整備事

業に限る。）及び平成２１年７月３０日以前に行われた情報通信格差是正事業（移

動通信用鉄塔施設整備事業、民放テレビ放送難視聴解消施設整備事業、民放中波ラ

ジオ放送受信障害解消施設整備事業及び都市受信障害解消施設整備事業に限る。）

により整備された施設の財産処分の承認についても、情報通信格差是正事業費補助

金交付要綱の規定を準用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１７年５月９日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１７日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月３０日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に補助金が交付又は交付決定されている民放テレビ放送難視

聴解消施設整備事業については、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年２月２４日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２４年２月１７日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年３月３０日から施行する。 



別紙 

 

        交付要綱別表の各項の附帯施設（大臣が別に定める施設・設備） 

 

１  地域イントラネット基盤施設整備事業関係 

(1) 接地線 

(2) 屋外照明施設 

(3) マンホール 

(4) 空調設備 

(5) 監視設備 

(6) 消火設備 

(7) 水道施設 

(8) 貯水タンク 

(9) ろか器 

(10) 洗面・手洗施設 

(11) 予備送受信機 

(12) モニターテレビ 

(13) 修理工具 

(14) 電源設備（予備電源設備を含む。） 

(15) (1)から(14)までに掲げるものに類する施設・設備 

 




